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東アジア米軍再編は非現実的・実行不可能・財政支出不可能

米上院議員が国防総省に勧告

米国議会・上院軍事委員会のカール・レビン委員長（民主党）、ジョン・マケイン筆頭委員（共和党）、ジム・ウェッブ委員（民主党）の3人が5月6日、東アジア地域の米軍再編計画は「非現実的・実行不可能・財政支出不可能」として、見直しを求める勧告をゲーツ国防長官に提出しました。勧告は見直しの理由として、①費用が増大し米国として財政負担できない、②地震と津波により日本政府の財政負担が不可能、③沖縄とグアムの政治情勢――をあげています。その上で、①在韓米軍再編のペンディング、②海兵隊グアム移転計画を変更し、司令部は常設・戦闘部隊はローテーション派遣・訓練場はグアム島外とする、③嘉手納基地の機能をグアムのアンダーセン基地か日本の他の場所に移転し、普天間基地機能の嘉手納基地への移転を検討する――を提案したのです。

勧告に嘉手納統合案が含まれた理由として、国民新党の下地幹郎幹事長が米議会に同案の採用を働きかけた経緯があると思われます。上院議員らは、衆議院沖縄1区選出で、与党の幹事長である下地議員の提案は、県民による一定の支持があると誤解したのかもしれません。しかし仲井真弘多沖縄県知事は、「少し柔軟性が表れ始めたという感はする」としながらも、「昔から出ては消えていく案。地元の反対も強い、どう説得するのか」、「騒音は増えている、普天間を乗っけたら倍以上になる。ここを担保しない案は単なる思い付き」と批判しました。また當山宏嘉手納町長は、「09年11月に統合案反対の町民大会を開催した。町民は既に反対の意思を表明している」としています。

アフガニスタンやイラク侵攻での戦費増大、リーマンショック後の経済破綻によって、米国政府の財政赤字は拡大しています。オバマ大統領は景気刺激策や社会保障制度改革などの「大きな政府」を進めようとしていますが、それに対して「小さな政府」を求める保守派の草の根運動（ティーパーティー運動など）が拡大しています。その影響もあって昨年の中間選挙では、上院では民主党の52議席に対して共和党が46議席と肉薄し、下院では民主党の185議席に対して共和党は240議席と多数派を獲得しました。米国議会では財政削減圧力が強まり、国防費を聖域にすることができなくなっています。勧告では、東アジア地域での米軍駐留は今後も継続されるべきとしています。そこで駐留を維持するためにも、無駄な軍事費の削減、軍の効率化が必要と判断したのでしょう。

　普天間基地の嘉手納基地への統合には、絶対に反対です。しかし東アジアの情勢に精通し軍事問題を担当する上院議員が、普天間基地の辺野古移設を含む米軍再編を、実行不可能と判断したことには重要な意味があります。これは、15年にわたって反対してきた沖縄の人々の闘いの成果です。次の課題は米議会に対して、嘉手納統合案も実施不可能であると認識させることです。沖縄では、県民世論も県議会も一致して県内移設反対です。また嘉手納基地は常駐100機に加えて、日本各地・韓国・米本土から外来機が頻繁に飛来し、基地機能の一部移転では負担の軽減に結びつきません。

勧告は、実行可能な米軍再編を求めています。そこには財政面だけではなく、沖縄の政治情勢も重要事項として取り上げられています。嘉手納統合案に対して、強い反対運動を作ることが重要です。
艦載機部隊のFCLP候補地として馬毛島が再浮上
　南日本新聞は5月16日紙面の1面で、「馬毛島で米機訓練へ」と報じました。日米政府は在日米軍再編の一環として、神奈川県の厚木基地に駐留している海軍の空母艦載機部隊を、山口県の岩国基地へ移転することで合意しています。記事は、移転する空母艦載機が行う「陸上空母離着陸訓練」（FCLP）を鹿児島県の馬毛島で実施する方向で、防衛省が最終調整に入ったと伝えています。その後の報道では、馬毛島に新たな自衛隊施設を作り、その上で訓練を移転する計画であることが判明しました。

　FCLPは、陸上の滑走路を空母の甲板に見立てて行います。空母の甲板は滑走路より短いため、艦載機のパイロットは短距離で着陸する特別な技術を維持しなければなりません。そこで空母が母港に停泊している間も、陸上で訓練を行う必要があるのです。この訓練で艦載機は、離陸・上空での旋回・着陸を何度も繰り返します。常に複数の艦載機が基地上空で旋回飛行するために、周辺に大きな騒音をまき散らします。またFCLPの一つである「夜間離着陸訓練」（NLP）では、騒音が深夜まで続くことになります。
馬毛島への訓練移転は数年前からたびたび取りざたされ、地元では強い反対が起きています。今回も、事前に相談なく馬毛島の名前が上がったことに対して、地元自治体や住民をはじめ、県内で大きな反対の声が上がりました。鹿児島県護憲平和フォーラムなどで作る「鹿児島に米軍はいらない県民の会」は5月17日に、鹿児島県知事に対して反対を要請しました。また周辺自治体の首長・議長らによる「米軍基地等馬毛島移転問題対策協議会」は、6月1日に防衛省を訪れて断固反対の意思を伝えました。民主党県連や連合鹿児島も反対を表明しています。

　政権交代の後も各地で、地元の意向を無視した米軍再編が続いています。反対の声を強く上げていく必要があります。
沖縄・下地島に災害拠点名目で軍事基地建設か？
　北澤俊美防衛大臣は6月4日、シンガポールで開催された「アジア安全保障会議」で講演し、アジア太平洋地域での大規模災害に備え、沖縄県の先島諸島を救援拠点にする考えを示しました。詳細は判明していませんが、報道によれば宮古島市下地島の下地島空港を想定しているようです。また、災害対応ロボットや援助物資の備蓄、多国間の共同訓練などを実施する構想とのことです。下地島空港はこれまでにも、普天間基地の移設先として名前が浮上していました。多国間の共同訓練が実施されることになれば、中心が米海兵隊と自衛隊であることは明白です。下地島空港の災害救援拠点化は、米軍に新たな訓練基地を提供することにつながりかねません。
沖縄へのオスプレイ配備を米国が発表
　米国防総省は日本時間の6月7日未明、2012年後半から普天間基地に、MV22オスプレイを配備すると発表しました。同日の記者会見で北澤俊美防衛大臣は、「米側から事前に正式通告が無いのは配慮が欠けているのでは」という質問に対して、正式通告の前に発表したこと自体が、「非常に異例な程の配慮をもって、連絡をしてきているということ」と意味不明な回答をしています。またオスプレイの配備は、事前協議の対象ではないと強調しました。新たな環境アセスメントも必要なしとの立場です。普天間基地には現在、CH-46Eシーナイトを運用する中型ヘリコプター飛行隊が2個（計24機）配備されていますが、オスプレイはこの部隊と交代することになります。
	＊全国基地ネットと平和フォーラムはこれまで、情勢に応じて各種の資料を作成してきました。この度、いくつかの加盟組織から「よりコンパクトな情報を」という要望を受けました。そこで試験的に「反基地運動ニュース」を作成してみました。当面は2週間に1回の発行を目指します。ご意見がありましたら、事務局へお知らせください。



